
コージェネによる茶畑での熱利用

家庭ゴミ・下水汚泥のバイオマス利用
家庭用ボイラーによるバイオ熱利用 太陽熱利用で木材・チップを乾燥

耕作地用小水力発電
ゴミバイオマス

無線送電を送電塔で受電し供給

エネルギーインフラによる村おこし構想

水源付近からの高低差を利用した小水力発電
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自立した東白川村のエネルギーシステム

東白川村のエネルギー需給関係

熱交換器

バイオマス発電所

電磁誘導方式給電

村の人工林
水源小水力発電

無線送電ドローン

レクテナ付き送電塔

間伐材

木質チップ加工

太陽熱乾燥機
貯蔵家庭用木質チップボイラー

ゴミバイオマス

白川茶

耕作放棄地 村外 村の主電源

運搬・貯蔵の簡約化

パッシブに木質チップ
を乾燥

需要量合わせて利用電力に変換せず
そのまま熱利用

水車を設置し電力の
サポートを得る

コージェネの熱利用による
茶畑の防霜ファンの省エネ化

村の景観を汚す下水汚泥・
家庭ごみをバイオマス利用

コージェネ
熱利用

無線送電により任意の場所
に小水力発電を設置可能

既存の有線送電を利用

東濃ひのき

知名度獲得

出荷
利用者

無線送電無線送電

給電給電

地下水

電力電力

熱

電力電力

家庭ごみ
下水汚泥

村おこし 森林の潜在資源

家庭

地下水

状況  ・

インフラの合理化

【無線送電技術】
10W,85%の電力変換効率 (2022 年度 )
周波数の法制化時期に実用化検討

情報
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【 試算データ 】
・エネルギー需要量データ：
　山口大学大学院福代研究室「二人以上世帯の都市別・
　月別エネルギー消費量データ」より引用
・木質チップ：
　　樹種の乾燥後の重量 [kg] 
　　＝ 樹種の間伐量 [kg]×(100+30)/(100+ 心材含水率 )
　　乾燥後の重量 [kg] 
　　= 樹種ごとの乾燥材の総和 [kg] 　　
　　発熱量 [MJ] = 13.4[MJ/kg] × 乾燥後の重量 [kg]
・ゴミバイオマス
　　ガス発電量 [kWh] = ガス発生量 [Nm]×1.9[kWh/Nm]
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村全体の必要電力の5.2%を発電
発生熱を白川茶で利用

11台（55KW）で電力を安定供給

村の冬場の熱を補いなお余る

エネルギー試算

空き家をなくす耕作放棄地をなくす雇用の創出 景観の維持

4

潜在資源の有効活用東白川村の現状

②遠隔地への無線送電

上空からの無線送電により 
災害時にインフラは途絶えない 
インフラの状態・避難状況 の情報収集

一軒のインフラコスト削減

ドローンの役割コージェネレーションシステムによる茶畑での熱利用
①災害時のレジリエンス

～100％再生可能エネルギーによる限界集落の自立～
䬗䬼䭚䬝䴈ІѱІ߿䫟భ䪻䫄䫈

人口：      2261人(2015年時点）
森林割合：   90％
人工林割合：   65.7%
標高：      269m～1,146m
年間降水量：  1,967mm
耕作放棄地 :    村域面積の 27.7%

100%持続可能エネルギーで季節の変化に対応したベストミックス

年中安定した自給自足型インフラ
移住しやすい村づくりをする

水車型の小水力発電を耕作放棄地に
設置し、畑利用のサポートをする

ドローンの無線送電による
小水力発電の設置場所の任意化

耕作放棄地、空家を無くし村の活気を取り戻す
自家焼却、下水汚泥の未処理での環境悪化を防ぐ

少子高齢化が進む日本では社会基盤が行き届かない限界集落が増加傾向にある。そこで、我々は誰一人取り残
さない社会基盤の構成を限界集落と指定される岐阜県東白川村をモデルとして提案する。地域特性を活用した
100%再生可能エネルギーの地産地消システムは、 自然環境の維持や特産品との関係も重視したものである。

発電設備のエンジニア、
新規事業者の誘致

ゴミ・下水汚泥 1.029t /年

豊富な水源・高低差

間伐材　943t/年

小水力発電

木質チップ熱

【熱対流解析】 初期温度層：-2+y [℃]
ファン：20℃を風速 (-10,-10)m/s
【結果】稼働後 100 秒で最小値 16.8℃

バイオマス発電の発生熱を熱交換器
で 20°Cの温風に調整し防霜ファンで利用
→稼働時間が大幅に減る

特産品　東濃ひのき、白川茶 東濃ひのき

白川茶


